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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第72期

第１四半期連結
累計期間

第73期
第１四半期連結

累計期間
第72期

会計期間

自　平成26年
　　４月１日
至　平成26年
　　６月30日

自　平成27年
　　４月１日
至　平成27年
　　６月30日

自　平成26年
　　４月１日
至　平成27年
　　３月31日

売上高 (百万円) 21,037 20,456 100,968

経常利益又は経常損失

（△）
(百万円) △10 121 1,823

親会社株主に帰属する四

半期（当期）純利益
(百万円) 489 54 1,387

四半期包括利益又は包括

利益
(百万円) 575 179 1,782

純資産額 (百万円) 9,455 10,672 10,679

総資産額 (百万円) 40,645 41,595 43,277

１株当たり四半期（当

期）純利益金額
(円) 18.53 2.08 52.50

潜在株式調整後１株当た

り四半期（当期）純利益

金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 22.5 24.9 23.9

　（注）１. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績の分析

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用・所得環境の改善傾向が続き、株高・原油安

を背景として個人消費に持ち直しの兆しが見られるなど、緩やかな回復基調で推移いたしました。

このような状況の中、当社グループでは、平成27年４月をスタートとする中期経営計画　“ADVANCE to the NEXT

STAGE”　を策定いたしました。本中期経営計画で掲げている基本戦略を着実に実行し、持続的成長を成し遂げる

とともに企業の質を高めてまいります。

 

　当第１四半期連結累計期間の売上高は204億56百万円（前年同期比2.8％減）、営業利益は１億18百万円（前年同

期は営業損失11百万円）、経常利益は１億21百万円（前年同期は経常損失10百万円）となりました。前期では、船

舶事故に伴う受取保険金９億円を特別利益として計上しましたが、当第１四半期は特別損益の計上が無く、親会社

株主に帰属する四半期純利益は54百万円（前年同期比88.8％減）となりました。

 

セグメント別の概況は次のとおりであります。

 

（電機関連事業）

　電機関連事業では、太陽光発電システムや高圧電力受電向け等の機器製品の販売が堅調に推移するとともに、

レーザ加工機の販売が好調であったことから、前年同期比で増収増益となりました。

　以上の結果、売上高は53億29百万円（前年同期比10.4％増）、セグメント利益は１億74百万円（前年同期比

11.0％増）となりました。

 

（機械関連事業）

　機械関連事業では、大型物件の受渡しはなかったものの、予定していた物件の受渡しが順調に進んだことから、

前年同期比で増収となり、セグメント損失は縮小しました。

　以上の結果、売上高は９億27百万円（前年同期比22.9％増）、セグメント損失１億39百万円（前年同期はセグメ

ント損失１億79百万円）となりました。

 

（建材・燃料関連事業）

　建材事業では、公共工事の減少により発注量が落ち込んだものの、本州地区におけるオフィスビル向けの建築資

材の出荷・受渡し等が順調に推移しました。

　燃料事業では、ガソリン等の販売数量の確保に努めましたが、価格競争の厳しさもあり、収益面において苦戦が

続きました。

　以上の結果、売上高は90億62百万円（前年同期比10.4％減）、セグメント損失67百万円（前年同期はセグメント

損失51百万円）となりました。

 

（海運関連事業）

　連結子会社のナラサキスタックス㈱では、鋼材・木材などの貨物の取扱いが低調でしたが、効率作業に徹するな

どの原価削減により、前年同期比で大幅な増益となりました。

　以上の結果、売上高は41億22百万円（前年同期比6.2％減）、セグメント利益は１億66百万円（前年同期比

131.4％増）となりました。

 

（建設機械関連事業）

　建設機械関連事業では、工事の減少による設備投資への影響が懸念されましたが、コンクリートポンプ車等の受

渡しが順調に進み、業績は堅調に推移しました。

　以上の結果、売上高は10億15百万円（前年同期比8.0％増）、セグメント利益は31百万円（前年同期比2.9％減）

となりました。
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　当第１四半期連結会計期間末の総資産は415億95百万円となり、前連結会計年度末に比べて16億82百万円の減少

となりました。主な要因は受取手形及び売掛金の減少14億87百万円であります。

　負債は309億23百万円となり、前連結会計年度末に比べて16億75百万円の減少となりました。主な要因は支払手

形及び買掛金の減少16億54百万円であります。

　純資産は106億72百万円となり、前連結会計年度末に比べて７百万円の減少となりました。以上の結果、自己資

本比率は前連結会計年度末に比べて1.0ポイント増加し、24.9％となりました。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　当社は、平成26年３月25日と同年７月29日に公正取引委員会より独占禁止法違反の疑いがあるとして立入検査を

受けました。

　当社といたしましては、本件を厳粛かつ深刻に受け止め、入札手続きや同業他社との接触規制の厳格化、独占禁

止法監査体制の整備、独占禁止法遵守マニュアルの制定、社員向け研修の強化など再発防止に向けてコンプライア

ンス体制の一層の強化に努めているところであります。

　なお、平成26年３月の事案に関しましては、本年１月20日付にて排除措置命令及び課徴金納付命令を受け、それ

に伴い国土交通省より営業停止処分を受けましたが、営業停止期間は本年７月10日をもって終了しております。ま

た、平成26年７月の事案に関しましては、現時点において検査が継続中であり、当社といたしましては全面的に協

力しているところです。

 

（４）研究開発活動

　特記すべき事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月７日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 26,628,000 同左

東京証券取引所

（市場第二部）

札幌証券取引所

単元株式数は

1,000株でありま

す。

計 26,628,000 同左 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成27年６月30日 ─ 26,628 ─ 2,354 ─ 619

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができませんので、直前の基準日である平成27年３月31日の株主名簿により記載しております。

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ─

議決権制限株式（その他） ─ ─ ─

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

　普通株式    53,000
― ─

完全議決権株式（その他） 　普通株式 26,490,000 26,490 ─

単元未満株式 　普通株式    85,000 ― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数           26,628,000 ― ―

総株主の議決権 ― 26,490 ―

　（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株（議決権６個）

含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式836株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

ナラサキ産業株式会社

東京都中央区入船

三丁目３番８号
53,000 ― 53,000 0.20

計 ― 53,000 ― 53,000 0.20

（注） 上記のほか、連結財務諸表に自己株式として認識している信託銀行（従業員持株ＥＳＯＰ信託口、以下「信託

口」という）所有の当社株式が108,000株あります。これは、当社と信託口が一体のものであると認識し、信託

口が所有する当社株式を自己株式として計上していることによるものであります。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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1 【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,296 5,580

受取手形及び売掛金 20,683 19,195

商品及び製品 639 585

原材料及び貯蔵品 31 33

その他 1,444 1,899

貸倒引当金 △12 △12

流動資産合計 29,080 27,282

固定資産   

有形固定資産   

土地 5,740 5,740

その他（純額） 3,714 3,832

有形固定資産合計 9,455 9,573

無形固定資産 89 90

投資その他の資産   

その他 4,660 4,657

貸倒引当金 △8 △8

投資その他の資産合計 4,651 4,648

固定資産合計 14,196 14,313

資産合計 43,277 41,595
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 20,694 19,039

短期借入金 2,200 2,450

1年内返済予定の長期借入金 1,948 1,823

未払法人税等 511 22

賞与引当金 357 76

その他 1,452 2,416

流動負債合計 27,163 25,828

固定負債   

社債 200 200

長期借入金 1,738 1,629

役員退職慰労引当金 100 15

特別修繕引当金 46 51

退職給付に係る負債 1,002 974

その他 2,347 2,223

固定負債合計 5,434 5,094

負債合計 32,598 30,923

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,354 2,354

資本剰余金 1,322 1,324

利益剰余金 6,154 6,024

自己株式 △20 △19

株主資本合計 9,811 9,684

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 351 460

繰延ヘッジ損益 1 1

退職給付に係る調整累計額 198 203

その他の包括利益累計額合計 552 666

非支配株主持分 315 321

純資産合計 10,679 10,672

負債純資産合計 43,277 41,595
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 ※ 21,037 ※ 20,456

売上原価 19,268 18,573

売上総利益 1,769 1,883

販売費及び一般管理費 1,780 1,765

営業利益又は営業損失（△） △11 118

営業外収益   

受取利息 4 3

受取配当金 18 22

受取賃貸料 17 17

持分法による投資利益 2 3

その他 6 5

営業外収益合計 49 52

営業外費用   

支払利息 25 27

その他 23 21

営業外費用合計 49 49

経常利益又は経常損失（△） △10 121

特別利益   

投資有価証券売却益 3 －

受取保険金 900 －

特別利益合計 903 －

税金等調整前四半期純利益 892 121

法人税、住民税及び事業税 339 8

法人税等調整額 1 48

法人税等合計 341 57

四半期純利益 550 63

非支配株主に帰属する四半期純利益 61 9

親会社株主に帰属する四半期純利益 489 54
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

四半期純利益 550 63

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 15 110

繰延ヘッジ損益 △1 0

退職給付に係る調整額 10 4

その他の包括利益合計 25 115

四半期包括利益 575 179

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 513 169

非支配株主に係る四半期包括利益 62 10
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持

分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上

する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定

的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務

諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株

主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前連

結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（4）、連結会計基準第44－５項（4）及び

事業分離等会計基準第57－４項（4）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時

点から将来にわたって適用しております。

なお、これによる四半期連結財務諸表に与える影響はありません。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１　偶発債務

 　当社が建設機械を売却したリース会社に対して、リース会社の有する債権について保証をしております。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
 
 

当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

売却件数（12件） 37百万円 売却件数（10件） 29百万円

　 なお、上記の保証については、販売機械が実質的な担保になっております。

 

２　手形債権流動化に伴う買戻し義務額

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

手形債権流動化に伴う買戻し義務額 82百万円 －百万円

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　売上高の著しい季節的変動

　前第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自平成27年４月１日　至平成27年６月30日）

　当社グループにおける官公庁向け及び一般民需物件の売上高は、第２四半期以降に集中するため、四半期連

結会計期間の売上高には季節的変動があります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおりでありま

す。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

減価償却費 112百万円 135百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年６月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年５月13日

取締役会
普通株式 利益剰余金 184 7 平成26年３月31日 平成26年６月10日

（注）平成26年５月13日取締役会決議の配当金の総額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託に対する配当金１百万円を含めて　

おりません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年６月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年５月13日

取締役会
普通株式 利益剰余金 185 7 平成27年３月31日 平成27年６月９日

（注）平成27年５月13日取締役会決議の配当金の総額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託に対する配当金０百万円を含めて　

おりません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 
電機

関連事業

機械

関連事業

建材・燃料

関連事業　

海運

関連事業

建設機械

関連事業
合計

調整額

(注)１

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)２

売上高         

外部顧客への売上高 4,829 755 10,119 4,393 940 21,037 － 21,037

セグメント間の内部

売上高又は振替高
0 － 143 0 － 144 △144 －

計 4,829 755 10,262 4,394 940 21,181 △144 21,037

セグメント利益又は

セグメント損失(△)
157 △179 △51 71 32 30 △41 △11

（注）１　セグメント利益又はセグメント損失(△)の調整額には、各セグメントに配分していない全社費用△45

百万円、セグメント間取引消去額３百万円が含まれております。

２　セグメント利益又はセグメント損失(△)は四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っておりま

　　す。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 
電機

関連事業

機械

関連事業

建材・燃料

関連事業　

海運

関連事業

建設機械

関連事業
合計

調整額

(注)１

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)２

売上高         

外部顧客への売上高 5,329 927 9,062 4,122 1,015 20,456 － 20,456

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － 153 1 － 155 △155 －

計 5,329 927 9,215 4,124 1,015 20,612 △155 20,456

セグメント利益又は

セグメント損失(△)
174 △139 △67 166 31 165 △46 118

（注）１　セグメント利益又はセグメント損失(△)の調整額には、各セグメントに配分していない全社費用△48

百万円、セグメント間取引消去額１百万円が含まれております。

２　セグメント利益又はセグメント損失(△)は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っておりま

　　す。

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 18円53銭 2円8銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
489 54

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
489 54

普通株式の期中平均株式数（千株） 26,402 26,471

（注１）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（注２）　当社では、従業員持株ＥＳＯＰ信託口が所有する当社株式を四半期連結財務諸表において自己株式として計上

しているため、上記の１株当たり四半期純利益金額の算定に用いられた前第１四半期連結累計期間及び当第１

四半期連結累計期間の「普通株式の期中平均株式数」は、当該株式数が控除されております（前第１四半期連

結累計期間173千株、当第１四半期連結累計期間102千株）。
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（重要な後発事象）

　(従業員持株ＥＳＯＰ信託の再導入）

　当社は、平成27年５月13日開催の取締役会において、当社の中長期的な企業価値を高めることを目的として、従

業員インセンティブ・プラン「従業員持株ＥＳＯＰ信託」（以下「ＥＳＯＰ信託」といいます。）の再導入を決議

し、平成27年８月４日開催の取締役会において、ＥＳＯＰ信託の設定時期、導入期間等の詳細について決定いたし

ました。

 

１．ＥＳＯＰ信託再導入の目的

　当社は、中期経営計画において「持続的成長」の実現と「企業の質」向上を目指しております。

　従業員の経営参画意識の向上を促し、中長期的な経営目標を達成するため、グループ従業員（以下「従業員」と

いいます。）に対する業績連動型インセンティブ・プランとして、従業員持株会の仕組みを応用したＥＳＯＰ信託

を平成22年５月19日より導入しておりましたが、平成27年７月17日に終了しましたので再導入することといたしま

した。

 

２．ＥＳＯＰ信託の概要

　ＥＳＯＰ信託とは、米国のＥＳＯＰ（Employee Stock Ownership Plan）制度を参考に、従業員持株会の仕組み

を応用した信託型の従業員インセンティブ・プランであり、当社株式を活用した従業員の財産形成を促進する貯

蓄制度の拡充（福利厚生制度の拡充）を図る目的を有するものをいいます。

　当社が「ナラサキ産業社員持株会」（以下「当社持株会」といいます。）に加入する従業員のうち一定の要件

を充足する者を受益者とする信託を設定し、当該信託は今後５年間にわたり当社持株会が取得すると見込まれる

数の当社株式を、予め定める取得期間中に取得します。その後、当該信託は当社株式を毎月一定日に当社持株会

に売却します。信託終了時に、株価の上昇により信託収益がある場合には、受益者たる従業員の拠出割合に応じ

て金銭が分配されます。株価の下落により譲渡損失が生じ信託財産に係る債務が残る場合には、金銭消費貸借契

約の保証条項に基づき、当社が銀行に対して一括して弁済するため、従業員の追加負担はありません。

 

３．信託契約の内容

①信託の種類　　　　特定単独運用の金銭信託（他益信託）

②信託の目的　　　　当社持株会に対する当社株式の安定的・継続的な供給及び受益者要件を

　　　　　　　　　　充足する従業員に対する福利厚生制度の拡充

③委託者　　　　　　当社

④受託者　　　　　　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　　　　　　　　　（共同受託者　日本マスタートラスト信託銀行株式会社）

⑤受益者　　　　　　当社持株会加入員のうち受益者要件を充足する者

⑥信託管理人　　　　当社と利害関係のない第三者

⑦信託契約日　　　　平成27年８月５日

⑧信託の期間　　　　平成27年８月５日～平成32年９月18日

⑨議決権行使　　　　受託者は、当社持株会の議決権行使状況を反映した信託管理人の指図に従い、

　　　　　　　　　　当社株式の議決権を行使します。

⑩取得株式の種類　　当社普通株式

⑪取得株式の総額　　120百万円

⑫株式の取得期間　　平成27年８月７日～平成27年11月30日

　　　　　　　　　　（同年９月24日～９月30日を除く）

⑬株式の取得方法　　取引所市場より取得
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２【その他】

　平成27年５月13日開催の取締役会において、平成27年３月31日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対

し、第72期の期末配当を行うことを決議しました。

 

　期末配当による配当金の総額　　　　　185百万円

　１株当たりの金額　　　　　　　　　　７円

　効力発生日　　　　　　　　　　　　　平成27年６月９日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年８月６日

ナラサキ産業株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 定　　留　　尚　　之　　印

 

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 吉　　田　　雅　　彦　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているナラサキ産業

株式会社の平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２７年４

月１日から平成２７年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２７年４月１日から平成２７年６月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ナラサキ産業株式会社及び連結子会社の平成２７年６月３０日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 

EDINET提出書類

ナラサキ産業株式会社(E02579)

四半期報告書

20/20


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	1四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第１四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

